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技術検証（PoC）契約書（AI） 

 

 想定シーン  

1. X 社は、動画・静止画から人物の姿勢をマーカーレスで推定する高度な AI 技術

（マーカーを用いず複数の動画・静止画データを基に人物の身体形状および関

節点を独自の AI アルゴリズムにより推定する技術）保有している AI スタートアッ

プであり、Ｙ社は、介護施設向けリハビリ機器の製造販売メーカーである。 

 

2. X 社は、秘密保持契約を締結後に Y 社から受領したサンプルデータを用いて無

償でのアセスメントを行ったところ、X 社がもともと保有している姿勢推定モデル

に Y 社が既に保有するカメラデータを入力することによって、被介護者の状態推

定の前提となる、被介護者の基本的な姿勢推定（寝ている、立っている、歩いて

いる等）が可能であるとの結論に達したので、Ｙ社に対してその旨を根拠と共に

説明した。その後、今後の進め方について X 社とＹ社において協議を行った。協

議の経緯は以下のとおりである。 

 

Ｙ：無償アセスメントで、弊社が保有するカメラデータから被介護者の基本的な姿

勢推定が可能であることが判明した。弊社としては貴社の技術に非常に期待を

持っており、この後の進め方について是非協議したい。弊社は顧客である介護

事業者から提供を受けたカメラデータを大量に保有している。それを御社に提供

し、御社において学習作業を行えば、被介護者の状態推定が可能な高精度な学

習済みモデルができるという理解で良いか。 

X：現時点においては、あくまで「被介護者の基本的な姿勢推定が可能」であるこ

とが判明しただけであり、本当に最初の一歩がクリアできただけである。実際に

は、弊社が保有している領域特化モデルをカスタマイズする必要があるし、その

前提として、カメラデータ（生データ）については現在御社が保有しているもので

はなく、新たに撮影・生成し直す必要が無いかを検討する必要がある。 

Ｙ：どういうことか。 

X：カメラデータを利用して精度の高い学習や推論（姿勢推定および状態推定） 

を行うためには、良質なカメラデータ（カメラと被写体との距離、角度、画質等）が

必要不可欠である。そのためには、まず、どのようなカメラを使うかや居室・共用
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部分のどの位置にカメラを設置するかを、一定期間試行錯誤しながら検討する

必要がある。 

Ｙ：なるほど。弊社が保有しているカメラデータは、量は多いもののカメラの種類

やアングル、精細度はバラバラであることから、そのままでは利用が難しいという

ことか。 

X：そのとおりである。さらに、良質な生データを収集した後は、当該生データにア

ノテーションを行い、学習に用いるための学習用データを生成する必要がある

が、この作業には御社の協力が必要不可欠となる。 

Ｙ：弊社の協力とは具体的にどのようなことか。 

X：現在のところ、弊社が複数保有している領域特化モデルのうち、幼児向け施

設における安全管理に用いているものをベースにして学習を行うことで、介護領

域向けの高精度な状態推定モデルを作れるのではないかと考えている。学習の

ためには、カメラデータをもとに事故の可能性が高い姿勢なのかそうでないかの

正解データを作らなければならない。その正解データを作る作業をアノテーション

作業というが、かなりの時間がかかるし、介護業務に深い知見を持つ御社の主

体的関与がなければ実施が不可能である。 

Ｙ：大量の生データを御社に渡し、作業を丸投げする形ではアセスメントはできな

い、生データの取得の仕方を両者で一定期間試行錯誤したり、弊社がアノテーシ

ョン作業に協力して正解データを作成しないとアセスメントは不可能ということ

か。了解した。 

X：そのため、それらの作業を行うために一定期間をかけて、有償の技術検証

（以下「PoC」という。）を行うことを提案する。 

Ｙ：了解した。 

 

3. X 社と Y 社は、協議の結果、PoC を以下のとおり進めることを合意した。 

① どのような種類のカメラを、居室内や共用部分のどの部分に設置すること

で、精度の高い推定が可能となるカメラデータを取得できるかを X 社・Y 社

間で検討する。 

② ①によって取得したカメラデータ（生データ）に、Ｙ社のノウハウを元に X 社が

アノテーションを行うことで学習用データを作成する。 

③ X 社は、X 社が保有している領域特化モデル（例：幼児向け施設における安

全管理用の学習済みモデル）に同データを用いた学習を行うことで、被介護
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者の状態推定を行うことができる学習済みモデル（カスタマイズモデル）のプ

ロトタイプの生成作業や同カスタマイズモデルによる推定の精度の検証作業

を実施し、検証結果を報告書にまとめて、契約締結から一定期間内にＹ社に

提供する。 

④ Y 社は、X 社に対し、上記作業の対価として●万円を支払う。 

⑤ Y 社は、X 社との共同研究開発に移行するかを上記報告書の受領日から 2

ヶ月以内に決定する。 
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 前文 

X 社（以下「甲」という。）と Y社（以下「乙」という。）は、甲が保有する AI

技術の、乙の介護事業における見守り業務への導入可能性に関する検証（以下

「本検証」という。）に関して、本契約を締結する。 

＜ポイント＞ 

・ 技術検証（PoC）契約は、共同研究開発段階に移行するか否かを検討する前提

として、スタートアップの保有している技術の開発可能性・導入可能性などを検証

するための契約である。 

・ 前文では、本モデル契約における検証の対象が、スタートアップが保有する AI

技術のスタートアップおよび事業会社が開発対象とする製品またはサービスへ

の導入可能性であることを明確にしている。 

 

＜解説＞ 

・ PoC 契約を締結するに当たっては、両当事者が以下に挙げる点を十分に理解す

ることが重要である。 

① PoC 契約が将来的に共同研究開発契約を締結するか否かの判断を行うこと

を目指したものであること 

② 既に秘密保持契約を締結し、相互の情報を開示等し合った上での検証段階

であること 

③ 検証に際して、検証に必要な前段階の作業（本事例でいえば生データの取

得方法の試行錯誤やアノテーション作業）が必要となることがあり、その点に

ついての役割分担や費用についてもきちんと交渉し契約上明確化しておく必

要があること。 

 

【コラム】PoC 契約の意義 

・ PoC は、スタートアップにとって、その技術や製品を他社に採用してもらう可能性

を検討するための重要なステップである。 

・ もっとも、本開発への移行をちらつかされながら、次から次へと無償で PoC を依

頼され、にもかかわらず本開発に移行せず、その結果、スタートアップが PoC に

かかるコストを回収できないケース（いわゆる「PoC 貧乏」）も散見される。「PoC

貧乏」のために資金が尽きてしまうこともある。 

・ また、PoC の過程で得られた知見について、相手方に対して譲渡を強要されたり、
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無断で出願されてしまったりするなどの紛争が生じるケースもある。 

・ これらのことを未然に防止するための契約が PoC 契約であり、AI 開発の過程に

おいては必須ともいえる契約である。たとえば、PoC 契約において業務のスコー

プや期間を明確に定めそれに対応する対価設定をすることで PoC 貧乏はある程

度防ぐことができるし、PoC の過程で得られた知見の取扱についても、PoC 契約

において知的財産権の帰属について定めておくことで防止することができる。 

 

 1 条（目的） 

第 1 条 本契約は、甲と乙が将来的に共同研究開発契約を締結することを視野

に入れつつ、以下に定める対象技術を対象用途に利用することの可否を判断

するため（以下「本検証遂行の目的」という。）に行われる技術検証における

甲と乙の権利・義務関係を定めるものである。 

   

 対象技術：甲が保有する「人体の姿勢推定 AI 技術」（動画・静止画から人物の

姿勢をマーカーレスで推定する AI 技術） 

 

 対象用途：乙が保有する介護施設における被介護者の見守用高機能カメラシ

ステム（見守りカメラシステム）に利用する学習済みモデルおよび連携システ

ムの甲乙における共同研究開発 

＜ポイント＞ 

・ 本検証遂行の目的を定める条項である。 

・ 秘密情報や対象データ、スタートアップが提出するレポート（本報告書）はこの目

的の範囲で利用が制限される（第 8 条第 2 項、第 9 条第 3 項）。想定外の利用を

防ぐために、この目的を限定的に定める必要がある。 

 

＜解説＞ 

・ 対象技術のみで「本検証遂行の目的」を特定した場合、想定している用途以外の

用途への技術転用を制限できないことから、対象技術と合わせて対象用途ととも

に、「本検証遂行の目的」を特定する必要がある。対象用途の記載について、例

えば、「見守りカメラシステムの開発」とだけ記載した場合、事業会社は、受領し

た秘密情報等を、自社独自で、あるいは他の AI スタートアップと共同して行う「見

守りカメラシステムの開発」に用いることも契約上は「目的内」となるため、スター
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トアップは事業会社にかかる行為を禁止することはできないこととなる。そのた

め、対象用途においては「甲乙における共同研究開発」という限定を付すべきで

ある。 

・ 事業に必須のコア技術が特許等により保護されていない限り、秘密保持契約お

よび PoC 契約が自社の技術・ノウハウを保護する数少ない手段となる。 

 

 2 条（定義） 

第 2 条 本契約において使用される次に掲げる用語は、各々次に定義する意味

を有する。 

1 本検証 

 第 1 条に定める甲の技術の導入・適用に関する技術検証をいい、具体的な作

業内容は別紙 1で定める。 

2 対象データ 

本検証に用いられる別紙 2記載のデータをいう。 

3 本報告書 

 甲が乙に提供する、本検証に関する報告書をいう。 

4 知的財産 

 発明、考案、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生み出されるもの

（発見または解明がされた自然の法則または現象であって、産業上の利用可能

性があるものを含む。）および営業秘密その他の事業活動に有用な技術上また

は営業上の情報をいう。 

5 知的財産権 

 特許権、実用新案権、意匠権、著作権その他の知的財産に関して法令により定

められた権利（特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録を受

ける権利を含む。）をいう。 

6 個人情報等 

 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）（以下「個人情報保護

法」という。）に定める個人情報（同法 2条 1項）および個人データ（同法 2条

6項）をいう。 

7 書面等 

 書面および甲乙が書面に代わるものとして別途合意した電磁的な方法をい

う。 
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＜ポイント＞ 

・ 本モデル契約で使用する各用語の定義を定める条項である。 

・ 本検証および対象データの具体的な内容については、別紙により特定することと

した。 

 

＜解説＞ 

・ 「本報告書」は、本検証の成果物であり、具体的には検証結果を記載したレポー

トを想定している。 

・ 本モデル契約のタイトルは「技術検証（PoC）契約［書］」となっているが、その実質

は別紙に特定された本検証を行い、本報告書を作成することを業務とする業務

委託契約（準委任契約）1である。従って、本検証および本報告書の内容を一定

程度詳細に特定しておかないと、後々トラブル（いつまで経っても検証がまだ終

わっていないとして追加の作業や報告が発生するなど。）が生じる可能性がある。

そのため、別紙において、検証の作業体制・作業内容・スケジュールを含め、あ

る程度の詳細事項を特定する必要がある。たとえば、対象データのアノテーショ

ン作業は通常はスタートアップが行うことになるため、その点についても別紙に記

載したうえでスタートアップの工数として委託料を算定することが望ましい。 

・ また、その前提として、事業会社がスタートアップに提供する「対象データ」の内

容（データ提供者、データの項目・量、提供形式）についても、別紙にて具体的に

特定しておく必要がある。 

・ さらに、対象データの質や量は PoC の精度に大きな影響を及ぼす。対象データ

は、通常は事業会社が収集した生データであり、その内容・量・形式については

千差万別である。秘密保持契約段階で少量の対象データについてはスタートアッ

プにおいて確認済みであろうが、PoC 段階になって相当量の対象データとの提供

を受けてみたところ、使い物になる質・量のデータがないということも十分にあり

える。したがって、まずスタートアップとしては対象データの質が PoC の精度に大

きな影響を与えることを十分に事業会社に説明をしておく必要があろう。また契

約上の手当として、第 3 条第 9 項において、対象データの内容に誤り（別紙 2 所

 
1 準委任契約については、契約類型として対比されることが多い請負契約と合わせ

て 2018 年 AI ガイドライン

（https://www.meti.go.jp/press/2019/12/20191209001/20191209001-

3.pdf#page=52）以下を参照されたい。 



9 

定のデータの項目や量を充足しない場合を含む。）があったり、提供が遅延した

ために、本検証の遅延や本報告書に不適合等が生じた場合にスタートアップが

責任を負わない旨を定めている。 

・ 上記条項案では、「知的財産権」の定義として、「営業秘密およびノウハウを利用

する権利」を含めていない。これは、AI の場合には特許化してそのアルゴリズム

をオープンにするのではなくノウハウとして秘匿することが多いところ、 PoC 後に

締結する共同研究開発契約において、「知的財産権」について本モデル契約

（PoC 契約）と同じ定義を用いた上で、同「知的財産権」について事業会社に移転

する旨の条項が入ると、スタートアップのノウハウおよび営業秘密を利用する権

利までもが事業会社に移転すると解釈されるおそれがあるためである。 
・ 本モデル契約書上、重要な通知等は書面等の記録に残る形で行うことを要求し

ている（例えば、第 3 条第 4 項所定の本報告書に対する異議など）。しかし、契約

締結自体をも電子的に行われつつある今般、重要な通知等といえども、それに

厳格な書面性を要求することは必ずしも適当でない。そこで、かかる通知等は書

面の他、当事者間で別途合意した電子的な方法で行うことも可能としている。具

体的には電子メール等を想定している。 
 

 3 条（本検証） 

第 3条 乙は、甲に対し、本検証の実施を依頼し、甲はこれを引き受ける。 

2 乙は、甲に対し、対象データを本契約締結後●日以内に提供する。 

3 甲は、別紙 1 に定める検証期間終了後 1 ヶ月以内に乙に対し、本報告書を提

供する。 

4 本報告書の提出後、乙が、甲に対し、本報告書を確認した旨を通知した時ま

たは乙が具体的な理由を明示して書面等で異議（乙が主張できる異議の内容

は、事前に甲乙間で合意した検証項目に関する検証結果が本報告書に記載さ

れていないことや、客観的な検証結果と本報告書の記載内容が一致していな

い、誤字脱字等の、本報告書の形式な不備に限られる）を述べることなく 1週

間が経過した時に、乙による本報告書の確認が完了したものみなす。本報告書

の確認が完了した時点をもって、甲による本検証にかかる義務の履行は完了

する。 

5 乙は、甲に対し、本報告書提出後 1週間が経過するまでの間に前項の異議を

述べた場合に限り、本報告書の修正を求めることができる。 
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6 前項に基づき、乙が本報告書の修正を求めた場合、甲は、速やかにこれを修

正した本報告書を改めて提出し、乙は、再度それを確認する。再確認について

は、本条第 4項および第 5項を準用する。 

7  乙は、甲に対し、対象データを甲に提供することについて、正当な権限があ

ることおよびかかる提供が法令に違反するものではないことを保証する。 

8 乙は、対象データの正確性、完全性、有効性、有用性および安全性等につい

て保証しない。ただし、本契約に別段の定めがある場合はその限りでない。 

9 乙が甲に対し提供を行った対象データの内容が不十分であった場合または

かかる提供を遅延した場合、甲は、これらの不十分性または遅延によって生じ

た本検証の遅延または本報告書の不適合等の結果について責任を負わない。 

10 甲は、対象データの正確性、完全性、有効性、有用性および安全性等につい

て、確認・検証の義務その他の責任を負うものではない。 

＜ポイント＞ 

・ スタートアップが担当する業務が本検証であることを定めている。 

・ 本モデル契約で想定している検証（本検証）は、事業会社が提供するデータを用

いて対象技術の導入・適用による開発の可否や妥当性の評価を行うことである。 

・ 本検証は、一定の成果物の完成を目的としたもの（請負型）ではなく、検証のた

めの業務の実施を目的としたもの（準委任型）である。ただし、委託者側の要望で

請負型の契約しか認められないといった事情がある場合には、報告書という成

果物を完成することを目的とする請負型の契約とすることもある。その場合、成

果物である報告書の検収や契約不適合責任が契約上定められることがあるが、

技術検証という契約の実質的内容からすると、「報告書の不備」には「委託者が

期待していた検証結果が得られなかった」というような内容は含まれず、事前に

当事者間で合意した検証項目に関する検証結果が報告書に記載されていな

いことや、客観的な検証結果と報告書の記載内容が一致していない等の、報

告書の形式な不備に限られる。 

 

＜解説＞ 

・ 本報告書の提供後、いつまでも本検証の追加作業を依頼されるというトラブルを

防ぐために報告書の確認（本検証の完了）の期限を定める規定（第 4 項）を設け

ることがポイントとなる。 

・ 確認の期限は、本報告書の内容が必要な内容を満たしているかを確認するため
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の期間である。PoC 契約の性質を前提とすると、ここでの「確認」とは、事前に当

事者間で合意した検証項目に関する検証結果が報告書に記載されていない

ことや、客観的な検証結果と報告書の記載内容が一致していない等の、本報

告書の形式な不備がないかの確認に限られる。確認に必要な期間は本検証の

内容によっても異なるが、通常は 1 週間程度が妥当と考えられる（第 5 項）。 

・ 事業会社が提供する対象データの不備や提供遅延があった場合に、検証が遅

延し、あるいは検証内容に不備が生じたとしてもスタートアップがその責任を負わ

ないのは当然のことである。本条では、その点を注意的に明確にするために、対

象データの内容に誤り（別紙 2 所定のデータの項目や量を充足しない場合を含

む。）があったり、提供が遅延したために、本検証の遅延や本報告書に不適合等

が生じた場合にスタートアップが責任を負わない旨を念のため定めている（第 9

項）。 

・ なお、PoC 段階であるにもかかわらず、事業会社での検証のために必要である

等の理由で PoC においてスタートアップが生成した学習済みモデルのプロトタイ

プのソースコードおよび学習済みパラメータ（以下「ソースコード等」という）の引き

渡しを事業会社が要請することがある。しかし、前文の解説にも記載したとおり、

PoC の目的は、共同研究開発段階に移行するか否かを判断する前提として、ス

タートアップの保有している技術の開発可能性・導入可能性などを検証すること

にある。したがって、PoC 契約において、学習済みモデルのソースコード等を、仮

に検証目的だとしても引き渡し対象とすることは PoC 契約の目的を超えるもので

あり不合理である。次段階への移行の可否については、検証結果の報告書のみ

で判断可能なのであって、仮に報告書だけでは判断できないのであれば、それ

は報告書に盛り込むべき項目に不足があったということを意味しているに過ぎな

い。さらに、PoC 段階においてソースコード等を引き渡すということは、当該ソース

コード等の流出や他目的での利用等、スタートアップにとって致命的な事態を招く

リスクが大きい。したがって、スタートアップとしては、PoC 段階において学習済み

モデルのソースコード等を引き渡すことは名目の如何を問わず避けることが望ま

しい。 

 

 4 条（委託料および費用） 

第 4条 本検証の委託料は●万円（税別）とし、以下のとおり分割し、甲が指定

する金融機関の口座に振込送金する方法により支払う。振込手数料は乙の負
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担とする。 

① 本契約締結後 10 日以内 

  ●万円（税別） 

② 本報告書の乙による確認の完了日から 1ヶ月以内 

  ●万円（税別） 

＜ポイント＞ 

・ 本モデル契約における業務の対価としての委託料の金額、支払時期および支払

方法を定める条項である。 

・ 委託料については、本条のように固定金額とする他に、人月単位または工数単

位に基づく算定方法のみ規定し、毎月の委託料を算定する方法とすること等が

考えられる。 

・ なお、スタートアップが事業会社から提供を受けたり、事業会社の委託を受けて

収集するデータの種類や容量によっては、スタートアップのサーバー費用が嵩む

ケースもあるため、そのような場合は通信費やサーバー費用に関する条項も定

める必要がある。 

 

＜解説＞ 

・ 委託料の支払方法としては、①一定の時期に一括して支払う方式、②着手時お

よび本報告書の確認完了時等に分割して支払う方式、③一定の業務時間に達

するごとに当該業務時間分の対価を支払う方式等様々な方式がある。 

・ 本モデル契約では②の方式を採用している。 

 

【4 条：変更オプション：共同研究開発契約を締結した場合に委託料を一部免除】 

第 4条 本検証の委託料は●万円（税別）とし、以下のとおり分割し、甲が指定

する金融機関の口座に振込送金する方法により支払う。振込手数料は乙の負

担とする。但し、③については、本報告書の乙による確認の完了日から 4か月

以内に共同研究開発契約が締結された場合は免除されるものとする。 

① 本契約締結後 10 日以内 

  ●万円（税別） 

② 本報告書の乙による確認の完了日から 1ヶ月以内 

  ●万円（税別） 

③ 本報告書の乙による確認の完了日から 5ヶ月以内 
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  ●万円（税別） 

＜解説＞ 

・ 事業会社としては、PoC 段階をあくまで共同研究開発段階の前段階と認識してい

るため、委託料を低額に抑えるという判断になることも多い。 
・ スタートアップとしては、共同研究開発に進めるのであれば、PoC 段階では低額

な委託料に甘んじるという方針もあり得る。 
・ そこで、これらの思惑の調整規定として、共同研究開発契約が締結された場合と

されなかった場合で支払われるべき PoC 費用に差を設けることが考えられる。同

契約が締結された場合には費用を一部免除するという構成と、同契約が締結さ

れなかった場合に限り追加の費用を支払うという構成が考えられるところ、本変

更オプションは前者を採用したものである。 
・ 本モデル契約第 6 条第 2 項では、事業会社は、本報告書の確認の完了日から 2

ヶ月以内に、スタートアップに対して共同研究開発に進むか否かの検討結果を通

知することとしている。本変更オプションでは、当該通知がなされてから実際に共

同研究開発契約が締結されるまでの時間（契約交渉の時間）を 2 ヶ月と想定し、

本報告書の事業会社による確認の完了日から 4 ヶ月（2 ヶ月+2 ヶ月）以内に同契

約が締結された場合に費用の一部（③の費用）を免除することとしている。 

 

 5 条（甲の義務） 

第 5 条 甲は、善良なる管理者の注意をもって本検証を遂行する義務を負う。

ただし、前条第 1 号に定める委託料の支払を受けるまでは、甲は本検証に着

手する義務を負わず、また本契約を遂行しなかったことによる責めを負わな

い。 

2 甲は、本検証に基づく何らかの成果の達成や特定の結果等を保証するもので

はない。 

＜ポイント＞ 

・ 本検証を履行するに際してのスタートアップの法的義務および結果に対する非保

証を定めた条項である。 

 

＜解説＞ 

・ PoC 契約の法的性質は準委任契約であることから、スタートアップが善管注意義

務を負うことを確認するとともに（第 1 項）、スタートアップが何らかの成果の達成
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義務を負うものではないことも明確にしている（第 3 項）。 

・ また、ＡＩ技術の性質上、目指している結果が出ない場合、その原因が提供され

たデータにあるのか、ＡＩ技術のアルゴリズムや学習方法等にあるのか不明確な

ことも多いことに鑑み、スタートアップの義務として特定の結果の保証も行わない

ことも確認的に明確にしている。 
 

 6 条（共同研究開発契約の締結） 

第 6 条 甲および乙は、本検証が対象技術を対象用途に対して導入・適用する

ことの可否の判断を目的とするものであることに鑑み、その実効性が確認さ

れた場合には、共同研究開発への移行の決定に向けて速やかに協議を開始す

る。 

2 乙は、本報告書の確認の完了日から 2ヶ月以内に、甲に対して共同研究開発

に進むか否かの検討結果を通知する。 

＜ポイント＞ 

・ 共同研究開発契約への移行についての規定である。 

 

＜解説＞ 

・ PoC は、共同研究開発への移行のための実証段階という性質を有していること

から、当事者に共同研究開発契約締結に向けた協議義務（努力義務）を課して

いる。 

・ また、PoC 後に次のステップに進むかどうか未確定なままで時間が経過すること

を避けるため、事業会社に対し一定期間内に共同研究開発契約を締結するか否

かの通知義務を課している。 

 

 7 条（乙が甲に提供する資料等） 

第 7条 乙は、甲に対し、本検証に合理的に必要なものとして甲が要求し、乙が

合意した資料、機器および設備等（以下「資料等」という。）の提供、開示お

よび貸与等（以下「提供等」という。）を行う。 

2 第 3 条第 7 項ないし第 10 項の規定を、乙が甲に対し資料等を提供等するこ

とについて準用する。 

＜ポイント＞ 

・ 本検証に際して、事業会社による資料等の提供および提供された資料等に起因
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する責任について取り決めた規定である。対象データの提供にかかる規定と同

様の規定となることから、該当する条項を準用している。 

 

 8 条（対象データの管理） 

第 8条 甲は、対象データを、善良な管理者の注意をもって管理、保管し、乙の

事前の書面等による承諾を得ずに、第三者に開示、提供または漏えいしてはな

らない。 

2 甲は、対象データについて、事前に乙から書面等による承諾を得ずに、本検証

遂行の目的以外の目的で使用、複製および改変してはならず、本検証遂行の目

的に合理的に必要となる範囲でのみ、使用、複製および改変できる。 

3 甲は、対象データを、本検証遂行のために知る必要のある自己の役員および

従業員に限り開示等するものとし、この場合、本条に基づき甲が負担する義務

と同等の義務を、開示等を受けた当該役員および従業員に退職後も含め課さ

なければならない。 

4 甲は、対象データのうち、法令の定めに基づき開示等すべき情報を、可能な限

り事前に乙に通知した上で、当該法令の定めに基づく開示先に対し開示等す

ることができる。 

5 本検証の完了後、乙が甲に対し、共同研究開発契約を締結しない旨を通知し

た場合または乙の指示があった場合、甲は、乙の指示に従って、対象データ

（複製物および同一性を有する改変物を含む。）が記録された媒体を破棄もし

くは乙に返還し、かつ、甲が管理する一切の電磁的記録媒体から削除する。な

お、乙は甲に対し、対象データの破棄または削除について証明する文書の提出

を求めることができる。 

6 本条の規定にかかわらず、甲は、乙から開示を受けた対象データについては、

甲乙間で共同研究開発契約が締結された場合に限り、同契約上に定められた

対象データの利用条件のもとで利用することができる。 

7 甲は、本契約に別段の定めがある場合を除き、乙による対象データの提供は、

乙の知的財産権を譲渡、移転、利用許諾するものでないことを確認する。 

8 本条の規定は、前項を除き、本契約が終了した日より 3年間有効に存続する。 

＜ポイント＞ 

・ 本検証に際して、事業会社がスタートアップに提供した対象データの管理等につ

いて定めた規定である。 
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＜解説＞ 

・ 本検証のために事業会社からスタートアップに提供された対象データについては、

一般的な秘密情報とは異なる別途の考慮が必要となる場合が多いと考えられる

ため、一般的な秘密情報に関する規定（第 9 条）と異なる規定を本条で設けてい

る。 

・ 本条の対象は「対象データおよび資料等」ではなく「対象データ」のみであり、対

象データに含まれない「資料等」については、秘密情報の取扱いを定める第 9 条

での保護対象となる。 

・ 本モデル契約が想定する PoC 段階では、検証目的で一定の対象データを受領

する場合を前提としているため、利用契約と異なり対象データの目的外利用を認

める規定は設けていない。したがって「当初から学習済みモデルを第三者に提供

することを目的として対象データを利用して学習を行う行為」は本条 2 項に明確に

反することとなる。一方、事業会社からは「本検証目的で対象データを利用して

学習済みモデルを生成した後、当該学習済みモデルを第三者に提供する行為」

についても禁止したいという要望があることがあるが、その点は本条 2 項から直

接には導かれない。そのため、そのような要望を盛り込む際には、当該行為につ

いてスタートアップの禁止行為として明記する必要がある。詳細は「11 条（本報告

書等の知的財産権）」の解説を参照されたい。 

・ 本条は、存続条項があるため（第 7 項）、本モデル契約の終了後も 3 年間効力を

有する。ただし、第 7 項に、「前項を除き」と規定されていることから、第 6 項の規

定については、原則（第 15 条）に戻り、期間の定めなく効力を有することになる。 

 

 9 条（秘密情報） 

第 9条 甲および乙は、本検証遂行の目的のため、文書、口頭、電磁的記録媒体

その他開示等の方法ならびに媒体を問わず、また、本契約の締結前後にかかわ

らず、甲または乙が相手方（以下「受領者」という。）に開示等した一切の情

報（本報告書に記載された情報を含み、対象データを除く。以下「秘密情報」

という。）を秘密として保持し、秘密情報を開示等した者（以下「開示者」と

いう。）の事前の書面等による承諾を得ずに、第三者に開示または漏洩しては

ならない。 

2 前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれか一つに該当する情報について
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は、秘密情報に該当しない。 

① 開示者から開示等された時点で既に公知となっていたもの 

② 開示者から開示等された後で、受領者の帰責事由によらずに公知となったも

の 

③ 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに適法に開示等され

たもの 

④ 開示者から開示等された時点で、既に適法に保有していたもの 

⑤ 開示者から開示等された情報を使用することなく独自に取得または創出し

たもの 

3 受領者は、秘密情報について、事前に開示者から書面等による承諾を得ずに、

本検証遂行の目的以外の目的で使用、複製および改変してはならず、本検証遂

行の目的に合理的に必要となる範囲でのみ、使用、複製および改変できる。 

4 受領者は、秘密情報を、本検証遂行のために知る必要のある自己の役員およ

び従業員（以下「役員等」という。）に限り開示等するものとし、この場合、

本条に基づき受領者が負担する義務と同等の義務を、開示等を受けた当該役

員等に退職後も含め課す。 

5 本条第 1項、同条第 3項および第 4項の定めにかかわらず、受領者は、次の

各号に定める場合、可能な限り事前に開示者に通知した上で、当該秘密情報を

開示等することができる。 

① 法令の定めに基づき開示等すべき場合 

② 裁判所の命令、監督官公庁またはその他法令・規則の定めに基づく開示等の

要求がある場合 

③ 受領者が、弁護士、公認会計士、税理士、司法書士等、秘密保持義務を法律

上負担する者に相談する必要がある場合 

6 本条第 1項、同条第 3項および第 4項の定めにかかわらず、甲および乙は、

以下の事実を第三者に公表することができる。ただし公表に先立ち公表内容

について相手方の承諾を得なければならない。 

  甲乙間で、本検証が開始された事実 

7 本検証が完了した場合、本契約が終了した場合または開示者の指示があった

場合のいずれかに該当する場合、受領者は、開示者の指示に従って、秘密情報

（その複製物および同一性を有する改変物を含む。）が記録された媒体、なら

びに、未使用の素材、機器およびその他有体物を破棄もしくは開示者に返還
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し、かつ、受領者が管理する一切の電磁的記録媒体から削除する。なお、開示

者は受領者に対し、秘密情報の破棄または削除について証明する文書の提出

を求めることができる。 

8 本条の規定にかかわらず、甲は、乙から開示を受けた秘密情報については 、

甲乙間で共同研究開発契約が締結された場合に限り、同契約上に定められた

秘密情報の利用条件のもとで利用することができる。 

9 受領者は、本契約に別段の定めがある場合を除き、秘密情報により、開示者

の知的財産権を譲渡、移転または利用許諾するものでないことを確認する。 

10 本条は、秘密情報に関する甲乙間の合意の完全なる唯一の表明であり、秘密

情報に関する甲乙間の書面等または口頭による提案およびその他の連絡事項

の全てに取って代わる。 

11 本条の規定は、第 8 項を除き、本契約が終了した日より 3 年間有効に存続

する。 

＜ポイント＞ 

・ 相手から提供を受けた秘密情報の管理方法に関する条項である。 

 

＜解説＞ 

秘密情報の定義 

・ 秘密情報の定義については、当事者間でやりとりされる情報を包括的に対象と

する場合と、個別に秘密である旨の特定を要求する場合があるが、PoC 段階に

おいて、秘密である旨の特定を忘れることによるリスクを避けるため、秘密保持

契約における秘密情報の定義と異なり前者の規定を原則とした。なお、対象デー

タについてはその管理方法について第 8 条で定めているため秘密情報の定義か

ら除外している。 

・ 他方で、秘密情報を「一切の情報」と包括的に定義すると、範囲が広過ぎるとして

有効性が争われ、逆に保護の範囲が狭まってしまう（秘密情報とは保護に値する

情報を意味すると限定解釈される）リスクが発生する。このリスクを排除するため

には、秘密を指定する条文を採用すればよい。 

・ なお、秘密を指定する条文オプションとその背景となる秘密情報の範囲に関する

考え方については、モデル契約（新素材）の「秘密保持契約」に詳細に解説して

いるため、そちらを参考にされたい。 
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【コラム】秘密情報管理の詳細については以下も参照されたい。 

 秘密情報の保護ハンドブックの手引き 

 https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/170607_hb

tebiki.pdf 

 秘密情報の保護ハンドブック 

 https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/handbook/

full.pdf 

 知財を使った企業連携 4 つのポイント 

 https://ipbase.go.jp/public/point.pdf 

 

技術検証が開始された事実の公表 

・ スタートアップにとって重要な条項となるのが本条第 6 項である。スタートアップに

とって、自社技術が事業会社への導入の技術検証（PoC）の段階まで進んだとの

事実は、投資家やユーザーに対する効果的な PR 材料になる場合が多く、スター

トアップがかかる事実の公表を望むケースが多い。 

・ そこで、本モデル契約においては、第 6 項を設けスタートアップ-事業会社間で本

検証が開始された事実について公表可能であることを明記した。ただし、公表内

容については相手方の事前承諾を必要としている。 

 

秘密保持契約と PoC 契約内の秘密保持条項の関係 

・ 秘密保持契約に引き続いて PoC 契約を締結する場合、秘密保持契約と PoC 契

約内の秘密保持条項の関係が問題となる。 

・ PoC 契約において秘密保持条項を設けず、前者が引き続き適用されるとすること

もあるが、本モデル契約においては、秘密保持契約の締結時点よりも、秘密情報

の対象について具体的な情報整理が進んでいると想定し、本モデル契約内の秘

密保持条項が、すでに締結されている秘密保持契約を上書きすることを第 9 項で

明記している。 

この点について、すでに締結した秘密保持契約の内容を本モデル契約で上書き

することで齟齬が生じないか、十分に注意して規定する必要がある。 

 

PoC 段階における秘密保持条項の必要性 

・ PoC 段階など、相手方から提供を受けた秘密情報と並んで、検証結果などの成
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果物情報が存在する場合、これらの成果物情報（いわゆるフォアグラウンド情報）

も秘密保持の対象とする必要がある。すでに秘密保持契約を締結している場合

も多いと思われるが、秘密保持契約のみでは秘密情報の定義上、フォアグラウ

ンド情報が含まれるかどうかが曖昧なケースが多いため、別途 PoC 契約で秘密

保持契約条項を設ける必要がある。 

 

 10 条（個人情報等の提供） 

第 10 条 甲および乙は、相手方に対して秘密情報を開示する正当な権限がある

ことおよびかかる提供が法令に違反するものではないことを保証する。 

2 本検証の遂行に際して、乙が個人情報等を甲に提供する場合には、個人情報

保護法に定められている手続を履践していることを保証するものとする。 

3 乙は、本検証の遂行に際して、個人情報等を甲に提供する場合には、事前に

その旨を明示する。  

4 甲は、前項に従って個人情報等が提供される場合には、個人情報保護法を遵

守し、個人情報等の管理に必要な措置を講ずるものとする。  

＜ポイント＞ 

・ 第 1 項は双方が開示する秘密情報について、当該情報を開示する権限を有して

いること等の一般的な表明保証条項である。 

・ 第 2 項以降は、事業会社がスタートアップに提供する対象データを含む情報に個

人情報等が含まれる場合に関する規定である。 

 

 11 条（本報告書等の知的財産権） 

第 11 条 本報告書および本検証遂行に伴い生じた知的財産権（著作権法 27 条

および 28 条の権利を含む。）は、乙が従前から保有しているまたは第三者が

保有しているものを除き、甲に帰属するものとする。 

2 甲は、乙に対し、本検証遂行の目的に必要な範囲に限り、乙自身が本報告書

を使用、複製および改変することを許諾する。 

3 乙は、自らの負担と責任により、本報告書の使用、複製および改変、ならび

に当該複製等により作成された複製物等の使用等を行う。甲は、乙に対し、本

契約で別段の定めがある場合または甲の責に帰すべき事由がある場合を除い

て、乙による本報告書の使用等により乙に生じた損害を賠償する責任を負わ

ない。 
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4 甲は、乙に対し、本契約に従った本報告書の利用について、著作者人格権を

行使しない。 

＜ポイント＞ 

・ 本報告書および本検証遂行に伴い生じた知的財産権の取扱いおよび利用条件

について取り決めている。 

 

＜解説＞ 

本報告書に関する知的財産権の帰属 

・ 本報告書であるレポートや、その他本検証の過程で生じる知的財産権の取扱い

については、スタートアップ・事業会社間で争いが生じることがあるので、契約に

おいて規定しておくことが重要である。 

・ 本モデル契約では本検証の作業主体がスタートアップであること、検証段階にお

いては、報告書を利用できれば導入可否の検討という目的を達成できると考えら

れることから、本報告書に関する知的財産権はスタートアップに帰属することと規

定している。報告書の著作権について、スタートアップから事業会社に移転する

よう求める事業会社が散見されるが、そもそも報告書の著作権を事業会社が取

得する必要性自体が乏しい。加えて、そのような要求をされるとスタートアップとし

ては、報告書の記載内容をなるべく簡略化しようというインセンティブが発生する

ことになり、事業会社にとってのデメリットが大きい。また報告書の著作権を移転

させることは、同報告書の記載について著作権法上の利用行為（複製等）ができ

るということを意味するに過ぎないが、事業会社から見た場合、上記のような報

告書内容の簡略化というデメリットを甘受してもなお、著作権の移転を受ける必

要性があるか疑問がある。したがって、報告書の著作権については、むしろ事業

会社の利益のためにも、スタートアップに留保する扱いとすべきである。 

・ 本報告書の利用が第三者の知的財産権を侵害しないことの保証を求められる場

合もあるが、PoC 段階では最終的に完成させるべき成果物が定まっていないた

め、第三者の知的財産権の侵害の有無を判断する前提となる事実関係が固まっ

ておらず、侵害の有無の確認が困難であること等を踏まえ、本モデル契約では保

証条項は設けないこととした。 

 

本検証遂行に伴い生じた知的財産権の帰属 

・ 事業会社としては、委託料を払っている以上、本報告書を含むすべての知的財
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産権は事業会社に帰属すべきと考えるかもしれない。しかしながら、PoC 契約に

おける委託料は、原則としてスタートアップの検証作業に対する対価であり、検

証作業にて発生した知的財産権の譲渡を受けるためには、別途それに見合う対

価をスタートアップに支払う必要がある。 

・ 事業会社は、オープンイノベーションを通じて自社の事業を加速させるという観点

から、スタートアップとの間で適切な知的財産権の分配を行うことの重要性を意

識した上で、PoC 段階において最も重要なのは共同研究開発の実現に向けた報

告書の内容であり、その知的財産権の帰属ではないことを認識されたい。 

・ この点、本条に定める「本検証遂行に伴い生じた知的財産権」には、本検証に利

用するためにスタートアップが生成した学習済みモデルや学習用データセット（デ

ータベース部分に創作性がある場合）、学習用プログラムのソースコードに係る

著作権のうち本業務で新たに作成したものが含まれる。そのため、これらに関す

る知的財産権についてはスタートアップに帰属することとなる。 

・ もっとも、事業会社からは、本検証で利用した学習済みモデルをスタートアップが

第三者に提供することは禁止したいという要望があることが多い。 

・ そのような場合には、まず、事業会社のそのような要望の根拠（事業会社が何を

懸念しているのか）についてよくコミュニケーションをとる必要がある。場合によっ

ては、事業会社は、学習済みモデルが第三者に提供されることで、自社がスター

トアップに渡した対象データが漏洩することを懸念しているかもしれないが、学習

済みモデルが第三者に提供されたとしても、通常は対象データの漏洩には結び

つくものではない。 

・ 次に、その点に関する事業会社の要望が合理的である場合、学習済みモデルに

ついて、スタートアップが具体的にどのように利用できるか（「いかなる目的で利

用することも禁止する」「スタートアップ内部におけるサービス改善目的での利用

は許容するが第三者に提供することは禁止する」「第三者提供を含め自由に利

用できる」等）について、交渉を行うこととなる。この点については、そもそも PoC

契約における学習済みモデルは成果物ではなく、委託された技術検証の業務を

履行するためにスタートアップが内部的に生成したものすぎないことからすると、

スタートアップが当該モデルを一切利用できないとか、内部的にも利用できない

義務を課すことは、契約のスコープを越えた義務をスタートアップに一方的に課し

ていることとなり、合理的ではないように思われる。したがって、実際には「スター

トアップ内部におけるサービス改善目的での利用は許容するが第三者に提供す
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ることは禁止する」というのが一つの落とし所となろう。 

 

【追加オプション：フィードバック規定】 

本検証遂行の過程で、乙が甲に対し、本検証に関して何らかの提案や助言を

行った場合、甲はそれを無償で、甲の今後のサービスの改善のために利用する

ことができる。当該提案や助言が秘密情報に該当する場合、乙は甲による当該

利用について、本契約の締結をもって本契約 9条 3項に定める承諾をおこなう

ものとする。 

＜解説＞ 

・ 本検証において、事業会社からスタートアップに対し提案や助言（フィードバック）

が行われることも多いが、フィードバックの利用条件に関して後にトラブルが発生

しないようにするため、これらの利用についてオプション条項のように規定してお

くことも考えられる。 

・ オプション条項ではフィードバック規定の対象を「何らかの提案や助言」とし、それ

らを利用できる目的の範囲を「甲の今後のサービスの改善のため」と、いずれも

広く定義しているが、いずれも、スタートアップと事業会社間の交渉により、対象

をより詳細に、あるいは利用目的の範囲を狭く定義することも考えられる。 

・ なおフィードバック規定の対象である「何らかの提案や助言」が、第 9 条における

「秘密情報」に該当することもあり得ると思われる。そのため、それらの提案や助

言の、利用目的の範囲における利用が秘密情報の目的外利用の禁止（第9条第

3 項）における承諾対象であることを明記した。もっとも、承諾の対象となっている

のは目的外利用の禁止（第 9 条第 3 項）のみであるため、第三者開示の禁止（第

9 条第 1 項）はそのまま適用され、仮に本オプション条項を締結したとしても、スタ

ートアップは事業会社から提供された「何らかの提案や助言」を第三者に開示す

ることはできない。 

・ また、「何らかの提案や助言」について事業会社が何らかの知的財産権（特許権

等）を保有していることがありうる。その場合、当該提案や助言の利用は当該知

的財産権の実施に該当することがありうるが、その点については、本オプション

条項が第 9 条第 8 項に規定する「別段の定め」に該当することによって許容され

ることとなる。 

 

 12 条（損害賠償） 
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第 12 条 乙は、甲がその責めに帰すべき事由により本契約および本検証に関連

する契約に違反し、損害を被った場合、甲に対して損害賠償を請求することが

できる。ただし、甲が乙に対して本契約に関して負担する損害賠償責任の範囲

は債務不履行責任、知的財産権の侵害、不当利得、不法行為責任、その他法律

上の請求原因の如何を問わず、乙に現実に発生した直接かつ通常の損害に限

られ、逸失利益を含む特別損害は、甲の予見または予見可能性の如何を問わず

甲は責任を負わない。 

2 前項に基づき甲が乙に対して損害賠償責任を負う場合であっても、本契約の

委託料を上限とする。 

3 前 2 項は、甲に故意または重大な過失がある場合は適用されない。 

＜ポイント＞ 

・ 契約の履行に関して契約違反が生じた場合の違反行為の停止等および損害賠

償責任に関する条項である。 

 

＜解説＞ 

・ 損害賠償責任の範囲・金額・請求期間については、本検証の内容やコストの負

担、委託料の額等を考慮してスタートアップ・事業会社の合意によりあらかじめ定

めるケースもあるが、本条では具体的な損害賠償額は定めず、その上限のみ定

めた。 

・ なお、第 1 項但書は、複数の法的根拠（債務不履行責任、知的財産権の侵害、

不当利得、不法行為責任等）に基づく複数の請求が行われうることを前提として

いるが、これは、ある者の行為によって損害を被った者は複数の法的根拠に基

づく請求のうちいずれを請求するかを自由に選択できるとされている（請求権競

合）ためである。 

・ 本モデル契約では、スタートアップの損害賠償責任の範囲について、何を請求原

因とするのかにかかわらず、損害賠償額の上限は本モデル契約（本検証）の委

託料を限度とすることを定めている。 

・ また、故意・重過失の場合には、上限規定は適用されないものとしている。損害

発生の原因が故意による場合には、免責・責任制限に関する条項は無効になる

と解釈されるおそれがあり、故意に準ずる重過失の場合（例えば、重大な情報の

漏洩等）にも同様に無効とするのが有力な考え方であることから、このような規定

を設けた。 
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 13 条（解除） 

第 13 条 甲または乙は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた

場合には、何らの催告なしに直ちに本契約の全部または一部を解除すること

ができる。 

① 本契約の条項について重大な違反を犯した場合 

② 支払いの停止があった場合または競売、破産手続開始、民事再生手続開始、

会社更生手続開始、特別清算開始の申立てがあった場合 

③ 手形交換所の取引停止処分を受けた場合 

④ 本報告書および本検証遂行に伴い生じた知的財産権の有効性を争った場合 

⑤ その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生した場

合 

2 甲または乙は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定め

てなした催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約の全部

または一部を解除することができる。 

＜ポイント＞ 

・ 契約解除に関する一般的規定である。 

 

＜解説＞ 

・ スタートアップとしては、以下のようないわゆるチェンジオブコントロール条項

（COC 条項）等により、M&A が本モデル契約の解除事由として定められると、

M&A に先立つデューデリジェンスにおいてリスクとして評価されうる。 

 

【解除事由としての COC 条項の例】 

他の法人と合併、企業提携あるいは株主の大幅な変動により、経営権が実質的に

第三者に移動したと認められた場合 

＜解説＞ 

・ かかる条項が解除事由に含まれている場合は、これらの支障を説明した上で削

除を求めることも検討を要する。 

・ 事業会社より、スタートアップが競合企業に吸収合併されて秘密情報が競合にわ

たってしまうことを懸念してＣＯＣ条項の導入が求められる場合も考えられる。 

・ その場合には、当該懸念を解消するべく、解除事由となる経営権の移転先を競
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合会社（具体的に会社名を列挙することも考えられる。）に限定した上でＣＯＣ条

項を導入することも考えられる。 

 

 14 条（期間） 

第 14 条 本契約は、本契約の締結日から 6ヶ月または乙による本報告書の確認

の完了日のいずれか早い日まで効力を有する。 

＜ポイント＞ 

・ 契約の有効期間を定めた一般的な条項である。 

 

＜解説＞ 

・ 本モデル契約では、本報告書の確認の完了日（第 3 条第 4 項）を基準に有効期

間を定めることとしつつも、事業会社が確認をしない限り、いつまでも契約が続い

てしまうことが想定されることから、最長でも 6 ヶ月を超えないこととしている。 

 

 15 条（存続条項） 

第15条 本契約が期間満了または解除により終了した場合であっても本契約第

3条（本検証）第 7項から第 10 項、第 5条第 2項（甲の義務）、第 6条（共同

研究開発契約の締結）、第 7 条（乙が甲に提供する資料等）第 2 項 、第 8 条

（対象データの管理）から第 12 条（損害賠償）、本条、第 16 条（準拠法およ

び管轄裁判所）ならびに第 17 条（協議解決）の定めは有効に存続する。 

＜ポイント＞ 

・ 契約終了後も効力が存続すべき条項に関する一般的規定である。 

 

 16 条（準拠法および管轄裁判所） 

第 16 条 本契約に関する一切の紛争については、日本法を準拠法とし、●地方

裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

＜ポイント＞ 

・ 準拠法および紛争解決手続きに関して裁判管轄を定める条項である。 

 

＜解説＞ 

・ クロスボーダーの取引も想定し、準拠法を定めている。 
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・ 紛争解決手段については、上記のように裁判手続きでの解決を前提に裁判管轄

を定める他、調停や仲裁によるとする場合もある。 

 

 17 条（協議解決） 

第17条 本契約に定めのない事項または本契約の解釈についての疑義が生じた

場合、甲乙にて協議の上、解決する。 

＜ポイント＞ 

・ 紛争発生時の一般的な協議解決の条項である。 

 

  その他の追加オプション条項  

 再委託 

第●条 甲は、乙が書面等によって事前に承認した場合、本検証にかかる業務の

一部を第三者（以下「委託先」という。）に再委託することができる。なお、

乙が上記の承諾を拒否するには、合理的な理由を要する。 

2 前項の定めに従い委託先に本検証にかかる業務の一部を委託する場合、甲

は、本契約における自己の義務と同等の義務を、当該委託先に課す。 

3 甲は、委託先による業務の遂行について、乙に帰責事由がある場合を除き、

自ら業務を遂行した場合と同様の責任を負う。ただし、乙の指定した委託先に

よる業務の遂行については、甲に故意または重過失がある場合を除き、責任を

負わない。 

＜ポイント＞ 

・ 本検証にかかる業務の再委託の可否および再委託がなされた場合のスタートア

ップの責任について定める条項である。 

 

＜解説＞ 

・ 再委託の可否については、再委託について事業会社の事前承諾を要するパター

ンと再委託先の選定について原則としてスタートアップの裁量により行えるパタ

ーンが考えられる。 

・ 技術検証（PoC）においては、スタートアップ自身の技術力に着目して契約が締結

されることや、事業会社が提供する資料等の取扱いについて事業会社のコントロ

ールを及ぼすという観点から、本モデル契約では、再委託について事業会社の

事前同意を必要としている。 
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・ なお、PoC 契約締結の段階において、スタートアップが利用する再委託先がすで

に確定している場合には、当該再委託先を契約上明記し、当該委託先に対する

再委託については事業会社の事前承諾なしに可能とするアレンジも実務的には

よく見られる。 

 

 契約内容の変更 

第●条 本検証の対象が想定外に拡大した等の事情により、検証期間、委託料等

の契約条件の変更が必要となった場合、甲または乙は、相手方に当該変更の要

否についての協議を書面等で申し出るものとし、当該申し出を受けた当事者

は、速やかに当該協議に応じるものとする。 

2 前項の協議に基づき、本契約の内容の一部変更をする場合、甲および乙は、

当該変更内容が記載された変更契約を書面等で締結する。 

＜ポイント＞ 

・ 想定外の事態が生じた場合に、契約内容の変更について協議をすることおよび

契約内容を変更することとなった場合の手続について定める条項である。 

 

 権利義務の譲渡の禁止 

第●条 甲および乙は、互いに相手方の事前の書面等による同意なくして、本契

約上の地位を第三者に承継または本契約から生じる権利義務の全部もしくは

一部を第三者に譲渡し、引き受けさせもしくは担保に供してはならない。 

＜ポイント＞ 

・ 契約上の地位については相手方の承諾なく譲渡できないとする一般的な規定で

ある。 

 

本契約締結の証として、本書 2通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自 1通を保

有する。 

 

    年  月  日 

 

甲 

 

乙 
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（別紙 1：本検証） 

 

(1)  作業体制 

 ● 

 

(2)  作業内容および役割分担 

【記載例】 

ア 甲 

① 対象データの収集 

② 対象データにアノテーションを行うことによる学習用データおよび学習用データ

セットの作成 

③ 甲が本契約締結前から保有する学習済みモデルに学習用データセットを用い

た学習を行うことによる学習済モデルのプロトタイプの生成・精度向上 

④ ③で生成したプロトタイプを用いた姿勢推定精度の評価および当該評価を踏ま

えた本報告書の作成 

イ 乙 

① 対象データの収集および甲への提供 

② 対象データにアノテーションを行う際のノウハウ提供 

③ ア④の評価に対する協力 

 

(3)  検証期間 

 ● 

 

（4） 成果物 

 本報告書 
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（別紙 2：対象データ） 

 

 

(1)データの概要 

（例）介護施設において乙がカメラを設置したうえで撮影したカメラデータ。当該カメラ

データについては撮影対象である被介護者本人から第三者提供に関する同意を取

得する手続を履践するものとする。 

 

(2)データの項目 

 

(3)データの量 

 

(4)データの提供形式 

 

 


